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は　しが　き

いま30～34歳の年齢に当たる人々は戦後ベビー・ブーム時

代の出生者である。この時代以後に出生者は激減の一途をた

どっている。日本には若者が多いという時代はもうこない。

これが戦後35年間，平和を続けた日本の産業社会の結論であ

る。

高齢化社会は確実に日本に到来した。60歳以上の人口は日

を見張るはどのテンポで年々ふえてきつつある。そして，い

まから10年後，すなわち，「団塊の世代」と呼ばれるほど異

常に多い，上述の30～34歳層が40歳台に突入した時に日本の

高齢化社会は最盛期に入っていくことになる。

企業は自分で子供をつくるわけにはいかない。企業は社会

にすでに存在する人口を活用しなければならないのである。

企業は日本の人口がもはや若年層が豊富な人口ではなく，中

高年層が豊富な人口であることをしっかりと認識しなくては

なるまい。「中高年層」という言葉は適当ではない。むしろ

「壮年層」と呼ぶべきである。壮年層の活力をどう生かして

いくかということが，これからの企業の基本課題である。

この基本課題をほとんどの企業が十分に認餞していること

は疑いを容れない。いまや息索の方向はその方法であり，

その制度づくりになってきている。60歳以上の年齢層を労働

から引退させて社会保障制度にゆだねることは，高齢化社会
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はしがき

最盛期に入る日本にとっては得策ではない0旺盛な勤労意欲

ということが日本経済の唯一の活力源である以上，壮年層の

労働の活力を生かす制度づくりということが緊急の課題であ

ろう。

本書は企業のこの課題解決に役立つために書かれた0もと

より，ここで提供された事例は上述した大きな課題のすべて

に答えることはできないであろうが，この課題を前向きに解

決しようとする真剣な努力の報告であることを強調したいと

息う。

本書が企業経営に関係する人々に役立つことを望む次第で

ある。

昭和55年12月

津　田　眞激
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